
気仙広域連合財務書類 

（統一的な基準） 

 

１．概要について 

  国や地方公共団体の会計は、現金の収支に着目した単式簿記が採用されていま

す。しかし、単式簿記は、発生主義の複式簿記を採用する企業会計と比べ、過去

から積み上げた資産や負債などの状況を把握できないことや減価償却や引当金

などの会計手続きの概念がないといった弱点がありました。 

  そこで総務省では、平成 27 年１月に固定資産台帳の整備や複式簿記の導入を

前提とした「統一的な基準による地方公会計マニュアル」を公表し、すべての地

方公共団体に対して、平成 30 年３月までに統一的な基準に基づく財務書類の作

成・公表を要請しました。 

  気仙広域連合では、平成 28 年度決算より統一的な基準よる財務書類を作成す

ることとして整備を進め、令和元年度一般会計等財務書類を作成しましたので、

公表します。 

 

 

  

一般会計 

ふるさと市町村基金特別会計 

 

 

 

※財務書類とは 

財務書類は、資産や負債などの状況、コストやその財源の状況といった財務

状況を一覧でわかりやすく開示する観点から、企業会計の考え方や手法（発生

主義、複式簿記）を用いて作成する書類です。 

財務書類は、貸借対照表、行政コスト計算書、純資産変動計算書、資金収支

計算書の４つの表で構成されています。 

  

一般会計等 



２．財務書類の概要と相互関係 

 

 

資産 

1,897,062 千円 

 

 

負債 

164,250 千円 

 
経常費用 

292,473 千円 

経常収益 

16,812 千円 

 

  臨時損失 

0 千円 

  

292,473 千円    

1,897,062 千円   1,897,062 千円 

 

 

業務活動収支 

38,134 千円 

投資活動収支 

△172,150 千円 

  財源 

   227,125 千円  

前年度末残高 

1,781,348 千円 
財務活動収支 

129,100 千円 

  

前年度末残高 

16,242 千円  

 
固定資産の変動 

△48,536 千円 

  54,376 千円   △43,050 千円     △275,661 千円   2,008,473 千円 

【貸借対照表】 

会計年度末における財産の状況を報告するための表 

【行政コスト計算書】 

会計年度中に行った行政活動に係る費用・収益の関係を示す表 

【純資産変動計算書】 

会計年度中の純資産の動きを表す表 

【資金収支計算書】 

会計年度中の資金の増減の状況を示す表  

貸借対照表  

うち現金預金 

11,326 千円 
純資産 

1,732,812 千円 

行政コスト計算

書  

資金収支計算書  純資産変動計算書  

純行政コスト 

△275,661 千円

本年度末残高 

1,732,812 千円

16,812 千円  

純行政コスト 

△275,661 千円

本年度末残高 

11,326 千円



３．財務書類の分析 

⑴資産形成度「将来世代に残る資産はどのくらいあるか。」 

住民一人当たり資産額…31.9 千円（資産合計÷住民基本台帳人口） 

歳入額対資産比率…5.1 年 

   当該年度の歳入総額に対する資産の比率。これまでに蓄積してきた資産

が、歳入の何年分に相当するかを表し、資産形成の度合いを把握すること

ができます。（資産合計÷歳入総額） 

資産老朽化比率…70.2％ 

     有形固定資産のうち、償却資産の取得価格等に対する減価償却累計額の

割合。耐用年数に対して資産の取得からどの程度経過しているのかを全体

として把握することができます。100％に近いほど老朽化が進んでいるとい

えます。（減価償却累計額÷（有形固定資産合計－土地＋減価償却累計額）） 

⑵世代間公平性「将来世代と現世代との負担の分担は適切か。」 

純資産比率…91.3％ 

資産のうち、純資産（正味の資産）の割合。これまでに蓄積してきた資

産が、過去の世代による負担か、将来世代への負担となっているかを把握

することができます。比率が高いほど将来世代への負担が小さいことにな

ります。（純資産÷資産合計） 

世代間負担比率…17.7％ 

有形固定資産などの社会資本等に対して、将来、償還が必要な負債によ

る調達割合。社会資本等形成に係る将来世代の負担の程度を把握すること

ができます。比率が高いほど負担が大きいことになります。（地方債残高÷

公共資産（有形・無形固定資産合計）） 

⑶持続可能性「財政に持続可能性があるか。（どのくらい借金があるか。）」 

住民一人当たり負債額…2.8 千円（負債合計÷住民基本台帳人口） 

⑷効率性「行政サービスは効率的に提供されているか。」 

住民一人当たり行政コスト…4.6 千円（行政コスト÷住民基本台帳人口） 

 

※住民基本台帳人口は、令和２年３月 31 日現在の管内（大船渡市、陸前高田市、

住田町）人口 59,552 人を使用しています。 

  



注記 

 

１．主な会計方針 

 ⑴有形固定資産等の評価基準及び評価方法 

  ①有形固定資産…取得原価 

   ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおり。 

   ・取得原価が判明しているもの…取得原価 

   ・取得原価が不明なもの…再調達原価 

   ・土地…「固定資産評価基準」に基づく固定資産税評価額 

  ②無形固定資産…取得原価 

   ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおり。 

   ・取得原価が判明しているもの…取得原価 

   ・取得原価が不明なもの…再調達原価 

 ⑵有形固定資産等の減価償却の方法 

  ①有形固定資産…定額法 

  ②無形固定資産…定額法 

 ⑶引当金の計上基準及び算定方法 

  ①賞与引当金 

    翌年度６月支給予定の期末・勤勉手当並びにそれに係る法定福利費相当額

の見込額について、当年度負担相当額を計上。 

  ②退職手当引当金 

    退職手当組合への負担金（積立金）累計額から負担金に係る事務費を控除

し、控除後の金額から退職手当支給累計額を差し引いた額を計上。 

 ⑷資金収支計算書における資金の範囲 

   地方自治法第 235 条の４第１項に規定する歳入歳出に属する現金とし、出納

整理期間における取引により発生する資金の受払いを含みます。 

 ⑸その他財務書類作成のための基本となる重要な事項 

    ①施設設備 

    建物の附属設備としてインフラ資産の建物に計上。 

  ②物品 

    取得価格が 50 万円以上の場合に資産として計上。ただし、車両について

は、取得価格に関係なくすべて計上しています。 

 



  ③委託料と投資的支出の区分基準 

    委託料として支出を行ったものは原則委託料として処理しますが、資本形

成に資すると個別に判断したものについては、投資的支出に計上しています。 

 

２．主な会計方針の変更等 

  なし 

 

３．重要な後発事象 

  なし 

 

４．偶発債務 

  なし 

 

５．追加情報 

 ⑴対象範囲 

  一般会計、ふるさと市町村圏基金特別会計 

 ⑵出納整理期間 

   地方自治法第 235 条の５の規定により出納整理期間が設けられており、当会

計年度に係る出納整理期間における現金の受払い等を終了した後の計数をも

って会計年度末の計数とします。 

 ⑶純資産における固定資産等形成分・余剰分（不足分）の内容 

  ①固定資産等形成分 

    固定資産の額を計上。 

  ②余剰分（不足分） 

    純資産合計のうち、固定資産等形成分を差し引いた金額を計上。残高が正

数であれば余剰分として、負数であれば不足分として費消可能な資源の蓄積

を表します。 

⑷一時借入金 

  なし 

  

 



決算対象年度 ： 令和元年度
会計 ： 気仙広域連合一般会計等

（単位：千円）

金　　額 金　　額
【資産の部】 【負債の部】
固定資産 1,885,736 固定負債 161,370
有形固定資産 885,736 地方債 156,900
事業用資産 - 地方債 156,900
土地 - 臨時財政対策債 -
立木竹 - 長期未払金 -
建物 - 退職手当引当金 4,470
建物減価償却累計額 - 損失補償等引当金 -
工作物 - その他 -
工作物減価償却累計額 - リース債務 -
船舶 - その他固定負債 -
船舶減価償却累計額 - 流動負債 2,880
浮標等 - １年内償還予定地方債 0
浮標等減価償却累計額 - 地方債 0
航空機 - 臨時財政対策債 -
航空機減価償却累計額 - 未払金 -
その他 - 未払費用 -
その他減価償却累計額 - 前受金 -
建設仮勘定 - 前受収益 -

インフラ資産 880,798 賞与等引当金 2,880
土地 44,171 預り金 -
建物 2,690,491 その他 -
建物減価償却累計額 △ 1,945,539 リース債務 -
工作物 120,907 その他流動負債 -
工作物減価償却累計額 △ 29,233 164,250
その他 - 【純資産の部】
その他減価償却累計額 - 固定資産等形成分 1,885,736
建設仮勘定 - 余剰分（不足分） △ 152,924

物品 11,685
物品減価償却累計額 △ 6,747

無形固定資産 0
ソフトウェア -
ソフトウェア -
ソフトウェア減価償却累計額 -
ソフトウェア仮勘定 -

その他 -
その他無形固定資産 268
その他減価償却累計額 △ 268
その他無形仮勘定 -

投資その他の資産 1,000,000
投資及び出資金 -
有価証券 -
出資金 -
その他 -

投資損失引当金 -
長期延滞債権 -
長期貸付金 -
基金 1,000,000
減債基金 -
その他 1,000,000

その他 -
徴収不能引当金 -

流動資産 11,326
現金預金 11,326
歳計現金 11,326
歳計外現金 -

未収金 -
短期貸付金 -
基金 -
財政調整基金 -
減債基金 -

棚卸資産 -
その他 -
徴収不能引当金 - 1,732,812

1,897,062 1,897,062

貸借対照表
令和　２年　３月３１日現在

科　　　　　　目 科　　　　　　目

資産合計

負債合計

純資産合計

負債及び純資産合計



決算対象年度 ： 令和元年度
会計 ： 気仙広域連合一般会計等

（単位：千円）
金　　　額

経常費用 292,473
業務費用 291,382
人件費 51,131
職員給与費 31,347
給料 20,947
時間外手当 359
その他職員手当等 20,041

賞与等引当金繰入額 2,880
退職手当引当金繰入額 0
その他 6,904

物件費等 127,977
物件費 37,703
維持補修費 -
減価償却費 90,195
その他 79

その他の業務費用 112,274
支払利息 53
徴収不能引当金繰入額 -
その他 112,221

移転費用 1,091
補助金等 1,051
社会保障給付 -
他会計への繰出金 -
その他 40

経常収益 16,812
使用料及び手数料 9,601
その他 7,211

純経常行政コスト △ 275,661
臨時損失 -
災害復旧事業費 -
資産除売却損 -
投資損失引当金繰入額 -
損失補償等引当金繰入額 -
その他 -

臨時利益 -
資産売却益 -
その他 -

純行政コスト △ 275,661

行政コスト計算書
自　平成３１年　４月　１日
至　令和　２年　３月３１日

科　　　　　　　　　目



決算対象年度 ： 令和元年度
会計 ： 気仙広域連合一般会計等

（単位：千円）

合計
固定資産等形成分

余剰分
（不足分）

前年度末純資産残高 1,781,348 1,803,782 △ 22,434
純行政コスト（△） △ 275,661 △ 275,661
財源 227,125 227,125
税収等 227,125 227,125
国県等補助金 - -

本年度差額 △ 48,536 △ 48,536
固定資産の変動（内部変動） 81,954 △ 81,954
有形固定資産等の増加 172,150 △ 172,150
有形固定資産等の減少 △ 90,196 90,196
貸付金・基金等の増加 - -
貸付金・基金等の減少 - -

資産評価差額 - -
無償所管換等 - -
内部取引 - -
その他 - -
本年度純資産変動額 △ 48,536 81,954 △ 130,490
一般財源等充当調整額 - -
本年度末純資産残高 1,732,812 1,885,736 △ 152,924

純資産変動計算書
自　平成３１年　４月　１日
至　令和　２年　３月３１日

科　　　　　　　　　目



決算対象年度 ： 令和元年度
会計 ： 気仙広域連合一般会計等

（単位：千円）
金　　　額

【業務活動収支】
業務支出 199,397
業務費用支出 86,145
人件費支出 48,251
物件費等支出 37,841
支払利息支出 53
その他の支出 -

移転費用支出 113,252
補助金等支出 1,051
社会保障給付支出 -
他会計への繰出支出 -
その他の支出 112,201

業務収入 237,531
税収等収入 227,125
国県等補助金収入 -
使用料及び手数料収入 9,601
その他の収入 805

臨時支出 -
災害復旧事業費支出 -
その他の支出 -

臨時収入 -
業務活動収支 38,134
【投資活動収支】
投資活動支出 172,150
公共施設等整備費支出 172,150
基金積立金支出 -
投資及び出資金支出 -
貸付金支出 -
その他の支出 -

投資活動収入 -
国県等補助金収入 -
基金取崩収入 -
貸付金元金回収収入 -
資産売却収入 -
その他の収入 -

投資活動収支 △ 172,150
【財務活動収支】
財務活動支出 -
地方債償還支出 -
その他の支出 -

財務活動収入 129,100
地方債発行収入 129,100
その他の収入 -

財務活動収支 129,100
本年度資金収支額 △ 4,916
一般財源等充当調整額 -
業務活動 -
投資活動 -
財務活動 -

前年度末資金残高 16,242
本年度末資金残高 11,326

前年度末歳計外現金残高 -
本年度歳計外現金増減額 -
本年度末歳計外現金残高 -
本年度末現金預金残高 11,326

資金収支計算書
自　平成３１年　４月　１日
至　令和　２年　３月３１日

科　　　　　　　　　目



決算対象年度 ： 令和元年度
会計 ： 気仙広域連合一般会計等

（単位：千円）

前年度末残高
（A）

本年度増加額
（B）

本年度減少額
（C）

本年度末残高
（A)＋（B)-（C)

（D）

本年度末
減価償却累計額

（E)
本年度償却額

（F)

差引本年度末残高
（D)－（E)

（G)

事業用資産 - - - - - - -

土地 - - - - - - -

立木竹 - - - - - - -

建物 - - - - - - -

工作物 - - - - - - -

船舶 - - - - - - -

浮標等 - - - - - - -

航空機 - - - - - - -

その他 - - - - - - -

建設仮勘定 - - - - - - -

インフラ資産 2,683,419 344,300 172,150 2,855,569 1,974,771 89,561 880,798

土地 44,171 - - 44,171 - - 44,171

建物 2,518,341 344,300 172,150 2,690,491 1,945,539 87,506 744,952

工作物 120,907 - - 120,907 29,233 2,055 91,675

その他 - - - - - - -

建設仮勘定 - - - - - - -

物品 11,685 - - 11,685 6,747 623 4,938

2,695,104 344,300 172,150 2,867,254 1,981,518 90,185 885,736

有形固定資産の明細
令和　２年　３月３１日現在

区　　　　　　　　分

合計



決算対象年度 ： 令和元年度
会計 ： 気仙広域連合一般会計等

（単位：千円）

生活インフラ・国土
保全

教育 福祉 環境衛生 産業振興 消防 総務 警察 その他 合計

事業用資産 - - - - - - - - - -

土地 - - - - - - - - - -

立木竹 - - - - - - - - - -

建物 - - - - - - - - - -

工作物 - - - - - - - - - -

船舶 - - - - - - - - - -

浮標等 - - - - - - - - - -

航空機 - - - - - - - - - -

その他 - - - - - - - - - -

建設仮勘定 - - - - - - - - - -

インフラ資産 - - - 880,798 - - - - - 880,798

土地 - - - 44,171 - - - - - 44,171

建物 - - - 744,952 - - - - - 744,952

工作物 - - - 91,675 - - - - - 91,675

その他 - - - - - - - - - -

建設仮勘定 - - - - - - - - - -

物品 - - - 4,938 - - 0 - - 4,938

- - - 885,736 - - 0 - - 885,736

有形固定資産の行政目的別明細
令和　２年　３月３１日現在

区　　　　　分

合計



決算対象年度 ： 令和元年度
会計 ： 気仙広域連合一般会計等

（単位：千円）

生活インフラ・国土
保全

教育 福祉 環境衛生 産業振興 消防 総務 警察 その他 合計

経常費用 - - 32,340 254,926 - - 5,208 - - 292,474
業務費用 - - 32,340 254,861 - - 4,181 - - 291,382
人件費 - - 25,331 25,252 - - 548 - - 51,131
職員給与費 - - 18,918 22,372 - - 57 - - 41,347
給料 - - 9,642 11,305 - - 0 - - 20,947
時間外手当 - - 294 20 - - 44 - - 359
その他職員手当等 - - 8,981 11,048 - - 13 - - 20,041

賞与等引当金繰入額 - - - 2,880 - - 0 - - 2,880
退職手当引当金繰入額 - - - - - - 0 - - 0
その他 - - 6,413 - - - 491 - - 6,904

物件費等 - - 7,009 117,389 - - 3,580 - - 127,978

物件費 - - 7,009 27,114 - - 3,580 - - 37,703

維持補修費 - - - - - - 0 - - -

減価償却費 - - - 90,196 - - 0 - - 90,196

その他 - - - 79 - - 0 - - 79

その他の業務費用 - - - 112,221 - - 53 - - 112,274

支払利息 - - - - - - 53 - - 53

徴収不能引当金繰入額 - - - - - - 0 - - -

その他 - - - 112,221 - - 0 - - 112,221

移転費用 - - - 65 - - 1,027 - - 1,091

補助金等 - - - 24 - - 1,027 - - 1,051

社会保障給付 - - - - - - 0 - - -

他会計への繰出金 - - - - - - 0 - - -

その他 - - - 41 - - 0 - - -

経常収益 - - - 16,008 - - 805 - - 16,813

使用料及び手数料 - - - 9,601 - - 0 - - 9,601

その他 - - - 6,406 - - 805 - - 7,211

収益調整勘定 - - - - - - 0 - - -

その他 - - - 6,406 - - 805 - - 7,211

純経常行政コスト - - △ 32,340 △ 238,919 - - △ 4,403 - - △ 275,661

臨時損失 - - - - - - 0 - - -

災害復旧事業費 - - - - - - 0 - - -

資産除売却損 - - - - - - 0 - - -

投資損失引当金繰入額 - - - - - - 0 - - -

損失補償等引当金繰入額 - - - - - - 0 - - -

その他 - - - - - - 0 - - -

臨時利益 - - - - - - 0 - - -

資産売却益 - - - - - - 0 - - -

その他 - - - - - - 0 - - -

純行政コスト - - △ 32,340 △ 238,919 - - △ 4,403 - - △ 275,661

行政コスト計算書に係る行政目的別の明細
自　平成３１年　４月　１日
至　令和　２年　３月３１日

区　　　　　分



決算対象年度：令和元年度

会計：気仙広域連合一般会計等

（単位：千円）

種類 現金預金 有価証券 土地 その他
合計

(貸借対照表計上額)
(参考)財産に関する

調書記載額

気仙広域連合ふるさと市町村圏基
金

1,000,000 1,000,000

0

0

0

合計 1,000,000 0 0 0 1,000,000 0

基金の明細
(令和　２年　３月３１日現在）



決算対象年度：令和元年度

会計：気仙広域連合一般会計等

（単位：千円）

地方債残高

うち1年内償還予定 うち共同発行債 うち住民公募債

【通常分】

一般公共事業

公営住宅建設

災害復旧

教育・福祉施設 156,900 23,800 133,100

一般単独事業

その他

【特別分】

臨時財政対策債

減税補てん債

退職手当債

その他

156,900 0 0 23,800 0 133,100 0 0 0 0合計

地方債（借入先別）の明細
(令和　２年　３月３１日現在）

種類 政府資金
地方公共団体
金融機構

市中銀行
その他の
金融機関

市場公募債 その他



決算対象年度：令和元年度

会計：気仙広域連合一般会計等

（単位：千円）

156,900

決算対象年度：令和元年度

（単位：千円）

156,900

決算対象年度：令和元年度

（単位：千円）

(令和　２年　３月３１日現在）

特定の契約条項が
付された地方債残高

契約条項の概要

特定の契約条項が付された地方債の概要

（参考）
加重平均
利率

156,900

地方債（返済期間別）の明細
(令和　２年　３月３１日現在）

地方債残高 １年以内
１年超
２年以内

２年超
３年以内

３年超
４年以内

４年超
５年以内

５年超
10年以内

10年超
15年以内

15年超
20年以内

20年超

156,900

地方債（利率別）の明細
(令和　２年　３月３１日現在）

地方債残高 1.5％以下
1.5％超
2.0％以下

2.0％超
2.5％以下

2.5％超
3.0％以下

3.0％超
3.5％以下

3.5％超
4.0％以下

4.0％超



決算対象年度：令和元年度

会計：気仙広域連合一般会計等

（単位：千円）

目的使用 その他

固定資産

投資損失引当金

徴収不能引当金

流動資産

徴収不能引当金

固定負債

退職手当引当金 4,470 0 4,470

損失補償等引当金

流動負債

賞与等引当金 6,406 2,880 6,406 2,880

10,876 2,880 0 6,406 0 7,350合計

引当金の明細
(令和　２年　３月３１日現在）

区分 前年度末残高 本年度増加額 政府資金
本年度減少額

本年度末残高



決算対象年度：令和元年度

会計：気仙広域連合一般会計等

（単位：千円）

計 0

非常勤職員公務災害補償負担金 岩手県市町村総合事務組合 20
公務災害補償等業務に係る負担
金

市町村職員研修参加負担金 岩手県市町村総合事務組合 7 研修参加負担金

全国都市清掃会議東北地区協議会
分担金

全国都市清掃会議東北地区協議会 18 運営負担金

岩手県市町村清掃協議会分担金 岩手県市町村清掃協議会 6 運営負担金

三陸・けせん観光物産フェア事業
補助金

三陸・けせん観光協議会 1,000 事業運営補助

計 1,051

1,051

他団体への公共施設等整備補助金等
(所有外資産分)

その他の補助金等

合計

補助金等の明細
（自　平成３１年　４月　１日　至　令和　２年　３月３１日）

区分 名称 相手先 金額 支出目的



決算対象年度：令和元年度

会計：気仙広域連合一般会計等

（単位：千円）

会計 区分 財源の内容 金額

227,125

227,125

計 0

計 0
0

227,125

0

計 0

計 0
0
0

ふるさと市町村圏基
金

特別会計

税収等

小計

国県等補助金

資本的
補助金

経常的
補助金

小計
合計

一般会計

税収等

分担金及び負担金

小計

国県等補助金

資本的
補助金

経常的
補助金

小計
合計

財源の明細
（自　平成３１年　４月　１日　至　令和　２年　３月３１日）



決算対象年度：令和元年度

会計：気仙広域連合一般会計等

（単位：千円）

国県等補助金 地方債 税収等 その他

275,661 184,075 91,586

172,150 129,100 43,050 0

447,811 0 129,100 227,125 91,586

有形固定資産等の増加

貸付金・基金等の増加

その他

合計

財源情報の明細
（自　平成３１年　４月　１日　至　令和　２年　３月３１日）

区分 金額
内訳

純行政コスト



決算対象年度：令和元年度

会計：気仙広域連合一般会計等

（単位：千円）

11,326

11,326合計

要求払預金

短期投資

現金

資金の明細
(令和　２年　３月３１日現在）

種類 本年度末残高


